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 代 表 者  殿 

 

                           公 正 取 引 委 員 会  印 

 

 

 

中 小 企 業 庁 長 官   印 

 

 

消費税の転嫁拒否等に関する調査 

           

 公正取引委員会・中小企業庁は，消費税の転嫁拒否等の行為に対して，監視・取締りを行っています。 

このたび，商品・役務（サービス）を供給している事業者が，取引先事業者（買手事業者）から消費

税の転嫁拒否等の法律上問題となる行為を受けていないかを把握し，問題となる行為の是正につなげる

ため，全国の事業者から無作為に抽出し，貴社に本調査への協力をお願いすることとなりました。 

お忙しいところ恐縮ですが，下記の要領にて御協力くださいますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

  

記 

１ 提 出 物  「回答用紙」 

２ 調査対象取引  平成２６年４月１日以後に，貴社が取引先事業者に供給する商品又は役務の取引 

３ 提 出 期 限  平成２６年１２月１５日（月）とします。但し，期限後も提出いただけます。 

４ 提 出 方 法  同封の返信用封筒（切手不要）にて提出（郵送）してください。 

５ 留 意 事 項 

取引先事業者のうち，問題がある（消費税の転嫁拒否等の行為をしている）事業者のことについて，

回答用紙に記載してください（１枚の回答用紙には，取引先事業者１社の情報のみを記載できます。）。 
 

※ ２社以上の取引先事業者について回答される場合は，同封の回答用紙をコピーしたもの又は公正

取引委員会ホームページ（消費税転嫁対策コーナー）若しくは中小企業庁ホームページ（消費税価

格転嫁等対策）に掲載の回答用紙を印刷の上回答してください。 
 

６ 問い合わせ先  公正取引委員会・中小企業庁 書面調査事務局（コールセンター） 

０５７０－７８３－７３１ ※お住まいの地域に応じた通話料金がかかります。 

（受付時間：土日祝日を除く ９：００～１８：００） 

貴社がこの調査に協力したこと及び貴社の回答内容について，貴社の取引先事業者など他の事業者

に知らせることは一切ありません。また，貴社の回答内容について，この調査の目的以外に使用する

ことは一切ありませんので，ありのままの事実を回答用紙に記載してください。 

この調査に関して，貴社の取引先事業者から回答内容について指示を受けたり，回答用紙の写し

を提出するよう求められたりした場合は，下記の問い合わせ先まで連絡してください。 
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本調査で使用している用語について 
 

※1 「対価」とは，特定事業者（買手事業者）及び特定供給事業者（商品・役務〔サー

ビス〕の提供をする売手事業者）の間で取り決めた商品又は役務（サービス）の供給

に係る価格であり，消費税を含めた価格（本体価格に消費税額を加えた総額）をいい

ます。 

 

※2 「同種若しくは類似の商品若しくは役務（サービス）に対し通常支払われる対価」

とは，通常は，特定事業者と特定供給事業者との間で取引している商品又は役務（サ

ービス）の消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額をいいます。 

 

※3 「通常支払われる対価に比し低く定めることにより，特定供給事業者による消費税

の 転 嫁 

を拒む」とは，特定事業者が，平成２６年４月１日以後に特定供給事業者から供給を

受ける商品又は役務（サービス）の対価について，合理的な理由なく通常支払われる

対価よりも低く定める行為をいいます。 

例えば，平成２６年４月１日の消費税率引上げに際して，消費税を含まない価格（以

下「本体価格」といいます。）が１００円の商品について，消費税率引上げ後の対価

を１０５円のまま据え置く場合が該当します。 

 

※4 「対価の額を減じ（ることにより）特定供給事業者による消費税の転嫁を拒む」と

は，特定事業者が，平成２６年４月１日以後に特定供給事業者から供給を受ける商品

又は役務（サービス）について，合理的な理由なく既に取り決められた対価から事後

的に減じて支払うことをいいます。 

例えば，平成２６年４月１日の消費税率引上げに際して，本体価格が１００円の商

品について，消費税率引上げ後の対価を１０８円として契約したにもかかわらず，支

払段階で消費税率引上げ分の３円を減じ，１０５円しか支払わない場合が該当します。 

 

※5 「自己の指定する」には，特定事業者が自己の供給する商品又は提供する役務（サ

ービス）を指定する場合だけでなく，第三者の供給する商品又は提供する役務（サー

ビス）を指定する場合も該当します。 

 

※6 「商品を購入させ」には，消費税の転嫁を受け入れる代わりに商品を購入させる場

合や，商品を購入しないことに対して不利益を与える場合だけでなく，事実上，購入

を余儀なくさせていると認められる場合も含まれます（「役務（サービス）を利用さ

せ」や，「その他の経済上の利益を提供させる」の考え方も同様です。）。 

 

※7 「金銭，役務（サービス）その他の経済上の利益」とは，協賛金，協力金等，名目

を問わず行われる金銭の提供，作業への労務の提供等をいいます。 

 

この調査に関する「よくある質問（ＦＡＱ）等」を，公正取引委員会ホームページ（消費税転嫁 

対策コーナー）又は中小企業庁ホームページ（消費税価格転嫁等対策）に掲載しています。 
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【 設 問 】 

回答は全て，「回答用紙」に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 回答用紙に Ａ：貴社の情報 を記載してください。 

 

 

 

設問１ 貴社の取引状況について 
 

 貴社は，法人事業者に，商品又は役務（サービス）を供給していますか。（回答用紙の「ア」又は「イ」

のいずれかに○を記載してください。） 

 

ア 供給している（→ ４頁 設問２ へ） 
 

イ 供給していない（設問は以上です。）（期限までに「回答用紙」を提出いただく必要はありま

せん。） 

 

【期限までに「回答用紙」を提出いただかない方へ（お願い）】 

「回答用紙」は，期限を過ぎても提出することができます（返信用封筒は，「差出有効期間」

の末日まで使用できます。）。期限までに提出しない場合は，調査票等をお手元に保管いただき，

万一，取引先事業者に消費税を転嫁できない事情が生じた際に，提出してください。 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費税転嫁対策特別措置法は，消費税の転嫁を拒否する行為等を禁止しています。 

消費税の転嫁拒否等の行為に対しては，公正取引委員会，主務大臣又は中小企業庁長官に調査・

指導等の権限が付与されており，政府一丸となって実効性のある監視・取締りを徹底して行ってい

ます。 

 
 

消費税転嫁対策特別措置法について 



４ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設問２ 消費税の転嫁について 
 

 貴社は，取引先の法人事業者（以下「取引先事業者」といいます。）に消費税を転嫁できましたか。 

（回答用紙の「ア」又は「イ」のいずれかに○を記載してください。） 

 

ア 転嫁できなかった（ → 回答用紙 Ｂ：問題のある取引先事業者の情報 欄に，消費税の転嫁拒

否等の問題行為を行っている事業者の情報を記載してください。）（記載後，→ ５頁 設問３ へ） 

 

イ 転嫁できた（設問は以上です。）（期限までに「回答用紙」を提出いただく必要はありません。） 

 

【期限までに「回答用紙」を提出いただかない方へ（お願い）】 

「回答用紙」は，期限を過ぎても提出することができます（返信用封筒は，「差出有効期間」

の末日まで使用できます。）。期限までに提出しない場合は，調査票等をお手元に保管いただき，

万一，取引先事業者に消費税を転嫁できない事情が生じた際に，提出してください。 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

消費税転嫁対策特別措置法では，消費税率の引上げに際し，消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保

するため，特定事業者は，以下に掲げる行為を行ってはならないとしています。 

「買いたたき」 

買いたたきとは，商品若しくは役務（サービス）の対価の額を当該商品若しくは役務（サービ

ス）と同種若しくは類似の商品若しくは役務（サービス）に対し通常支払われる対価※1,2に比し

低く定めることにより，特定供給事業者による消費税の転嫁を拒む※3ことをいいます。 

「減額」 

減額とは，商品又は役務（サービス）の対価※1 の額を減じ（ることにより）特定供給事業者

による消費税の転嫁を拒む※4ことをいいます。 

「商品購入，役務（サービス）利用又は利益提供の要請」 

商品購入，役務（サービス）利用又は利益提供の要請とは，消費税の転嫁を受け入れる代わり

に，自己の指定する※5 商品を購入させ※6，若しくは自己の指定する役務（サービス）を利用さ

せ，又は自己のために金銭，役務（サービス）その他の経済上の利益※7 を提供させることをい

います。 

※1～※7 の各用語の意味は，２頁（本調査で使用している用語について）をご覧ください。 
 

設問２ ～ 設問５ では，特定事業者によるこのような行為の有無等について伺います。 

 

消費税の転嫁拒否等の行為 



５ 

 

 

設問３ 「買いたたき」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 貴社は，取引先事業者に供給する商品又は役務（サービス）について，発注日よりも前に，当該

取引先事業者から，対価の引下げ要請を受けたことがありますか。（回答用紙の「ア」又は「イ」の

いずれかに○を記載してください。） 

 

  ア 受けたことがある（ → ②の設問へ）    イ ない（ → ６頁 設問４ へ） 

 

② 当該対価の引下げ要請は，上記の「買いたたきの例示」にあるような消費税率の引上げに関連し

たものでしたか。（回答用紙の「ア」～「ウ」のいずれかに○を記載してください。） 

 

  ア 当該取引先事業者から貴社に対して，当該要請は消費税率の引上げに伴うものである旨の言

及（口頭や文書等で行われるもの。以下同じ。）があった。（ → ③の設問へ） 

 

  イ 当該取引先事業者から貴社に対して，当該要請は消費税率の引上げに伴うものである旨の言

及はないが，外形上，消費税率の引上げとの関連性があると考える。（例：従来よりも３％の値

下げの要請）（ → ③の設問へ） 

 

  ウ 関連性はないと考える。（ → ６頁 設問４ へ） 

 

③ 当該対価の引下げ要請はどのように行われましたか。 

 

 

  

「買いたたきの例示」 

① 対価を一律に一定比率で引き下げて，消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした

額よりも低い対価を定める場合 

② 原材料費の低減等の状況の変化がない中で，消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗

せした額よりも低い対価を定める場合 

③ 安売りセールを実施することを理由に，大量発注などによるコスト削減効果などの合理的理由が

ないにもかかわらず，取引先に対して値引きを要求し，消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ

分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合 

④ 免税事業者（注）である取引先に対し，免税事業者であることを理由に，消費税率引上げ前の対

価に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合 

 （注）免税事業者であっても，他の事業者から仕入れる原材料や諸経費の支払において，消費税額

分を負担している点に留意する必要があります。 

⑤ 消費税率が２段階で引き上げられる予定のため，２回目の引上げ時に消費税率引上げ分の全てを

受け入れることとし，１回目の引上げ時においては，消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分

を上乗せした額よりも低い対価を定める場合 

⑥ 商品の量目を減らし，対価を消費税率引上げ前のまま据え置いて定めたが，その対価の額が量目

を減らしたことによるコスト削減効果を反映した額よりも低い場合 

回答用紙の「ア」～「キ」のうち，該当するもの全てに○を記載し（複数回答可）， 

具体的な内容を記載してください。（記載後 → ６頁 設問４ へ） 



６ 

 

 
設問４ 「減額」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

① 貴社は，取引先事業者に供給する商品又は役務（サービス）について，発注日以降に，当該取引

先事業者から，対価の一部を減じる行為を受けたことがありますか。（回答用紙の「ア」又は「イ」

のいずれかに○を記載してください。） 

 

  ア 受けたことがある（ → ②の設問へ）     イ ない（ → ７頁 設問５ へ） 

 

② 当該対価の一部を減じる行為は，上記の「減額の例示」にあるような消費税率の引上げに関連し

たものでしたか。（回答用紙の「ア」～「ウ」のいずれかに○を記載してください。） 

 

  ア 当該取引先事業者から貴社に対して，当該行為は消費税率の引上げに伴うものである旨の言

及があった。（ → ③の設問へ） 

 

  イ 当該取引先事業者から貴社に対して，当該行為は消費税率の引上げに伴うものである旨の言

及はないが，外形上，消費税率の引上げとの関連性があると考える。（例：対価が支払われる際

に，消費税率引上げ分の全部又は一部が対価から減じられた。）（ → ③の設問へ） 

 

  ウ 関連性はないと考える。（ → ７頁 設問５ へ） 

 

③ 当該対価の一部を減じる行為は，どのように要請され，どのように実施されましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「減額の例示」 

① 対価から消費税率引上げ分の全部又は一部を減じる場合 

② 既に支払った消費税率引上げ分の全部又は一部を次に支払うべき対価から減じる場合 

③ 本体価格に消費税額分を上乗せした額を商品の対価とする旨契約していたにもかかわらず，対価を

支払う際に，消費税率引上げ分の全部又は一部を対価から減じる場合 

④ リベートを増額する又は新たに提供するよう要請し，当該リベートとして消費税率引上げ分の全部

又は一部を対価から減じる場合 

⑤ 消費税率引上げ分を上乗せした結果，計算上生じる端数を対価から一方的に切り捨てて支払う場合 

回答用紙の「ア」～「キ」のうち，該当するもの全てに○を記載し（複数回答可）， 

具体的な内容を記載してください。（記載後 → ７頁 設問５ へ） 
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設問５ 「商品購入，役務（サービス）利用又は利益提供の要請」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

① 貴社は，当該取引先事業者から，商品の購入，役務（サービス）利用又は利益提供の要請を受け

たことがありますか。（回答用紙の「ア」又は「イ」のいずれかに○を記載してください。） 

 

  ア 受けたことがある（ → ②の設問へ）     イ ない（ → ８頁 設問６ へ） 

 

② 当該商品の購入，役務（サービス）の利用又は利益提供の要請は，上記の「商品購入，役務（サ

ービス）利用の要請の例示」又は「利益提供の要請の例示」にあるような消費税率の引上げに関連

したものでしたか。（回答用紙の「ア」～「ウ」のいずれかに○を記載してください。） 

 

  ア 当該取引先事業者から貴社に対して，当該要請は消費税率の引上げに伴うものである旨の言

及があった。（ → ③の設問へ） 

 

  イ 当該取引先事業者から貴社に対して，当該要請は消費税率の引上げに伴うものである旨の言

及はないが，外形上，消費税率の引上げとの関連性があると考える。（ → ③の設問へ） 

 

ウ 関連性はないと考える。（ → ８頁 設問６ へ） 

 

③ 当該商品の購入，役務（サービス）の利用又は利益提供の要請はどのように行われましたか。 

 

 

 

「商品購入，役務（サービス）利用の要請の例示」 

① 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに，取引先にディナーショ

ーのチケットの購入，自社の宿泊施設の利用等を要請する場合 

② 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに，本体価格の引下げに応

じなかった取引先に対し，毎年定期的に一定金額分購入してきた商品の購入金額を増やすよう要請す

る場合 

③ 自社の指定する商品を購入しなければ，消費税率引上げに伴う対価の引上げに当たって不利な取扱

いをする旨を示唆する場合 

「利益提供の要請の例示」 

④ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに，消費税の転嫁の程度に

応じて，取引先ごとに目標金額を定め，協賛金を要請する場合 

⑤ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに，通常必要となる費用を

負担することなく，取引先に対し，従業員等の派遣又は増員を要請する場合 

⑥ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに，消費税率の引上げに伴

う価格改定や，外税方式への価格表示の変更等に係る値札付け替え等のために，取引先に対し，従業

員等の派遣を要請する場合 

⑦ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに，取引先に対し，取引の

受発注に係るシステム変更に要する費用の全部又は一部の負担を要請する場合 

⑧ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに，金型等の設計図面，特

許権等の知的財産権，その他経済上の利益を無償又は通常支払われる対価と比べて著しく低い対価で

提供要請する場合 

回答用紙の「ア」～「キ」のうち，該当するもの全てに○を記載し（複数回答可）， 

具体的な内容を記載してください。（記載後 → ８頁 設問６ へ） 
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設問６ 「本体価格での交渉の拒否」について 

 

「本体価格での交渉の拒否の例示」 

  ① 本体価格で交渉したい旨の貴社の申出を明示的に拒む場合 

② 本体価格と消費税額を別々に記載した見積書等を提出したにもかかわらず，本体価格に消費

税額を加えた総額のみを記載した見積書等を再度提出させる場合 

③ 本体価格に消費税額を加えた総額しか記載できない見積書等の様式を定め，その様式を使用

させる場合 

 

① 貴社は，本体価格に消費税額を加えた総額で，取引先事業者と価格交渉をしていますか。 

  

  ア 総額で交渉している（ → ②の設問へ） イ 本体価格で交渉している（設問は以上です。） 

 

② 貴社は，平成２６年４月１日以降に取引先事業者に供給する商品又は役務（サービス）の対価の額

について，当該取引先事業者から，本体価格での交渉を拒まれたことがありますか。（回答用紙 

の「ア」又は「イ」のいずれかに○を記載してください。） 

 

  ア 拒まれたことがある（ → ③の設問へ ） イ 拒まれたことはない（設問は以上です。） 

 

③ 当該本体価格での交渉を拒まれた時の状況や，様式の内容はどのようなものでしたか。 

 

 

 

御協力ありがとうございました。記載済みの「回答用紙」のみ提出（郵送）してください。 

消費税転嫁対策特別措置法では，商品又は役務（サービス）の供給の対価に係る交渉において，特

定事業者が本体価格を用いる旨の特定供給事業者からの申出を拒むことは禁止されています。 

「申出」には，特定供給事業者が明示的に申し出た場合が該当することはいうまでもありませんが，

例えば，特定供給事業者が特定事業者との交渉において，本体価格と消費税額を別々に記載した見積

書等を提示するなど，本体価格での価格交渉を希望する意図が認められる場合も該当します。 

「申出を拒む」とは，特定事業者が，特定供給事業者からの申出を明示的に拒む場合が該当するこ

とはいうまでもありませんが，特定供給事業者が本体価格で価格交渉を行うことを困難にさせる場合

も該当します。 

 

設問６では，特定事業者によるこのような行為の有無等について伺います。 

 

「本体価格での交渉の拒否」 

回答用紙に具体的な状況・内容を記載してください。（設問は以上です。） 


